[bookmark: _GoBack]福島原発事故から１５年の節目に当たり、「原発ゼロ」を圧倒的多数にして希望ある未来をめざす署名運動にご協力ください

　福島第一原発事故は、「安全神話」がまったくのウソだったこと、いったん原発が事故を起こしたらとりかえしがつかないことを、マザマザと示しました。
ところが自民党政治と「原子力ムラ」は原発温存を図り、事故の危険をかかえたままの原発の再稼働を進めました。そして最高裁判所が福島原発事故に国の責任はないとした判決を下した（２０２２年６月１７日）ことをチャンスとして、「原発の最大限活用」に政府の方針を大転換させました。
しかし、原発推進策は深刻な矛盾に直面しており、政策転換を求める行動が求められています。

第１に、原発が電気代を高くしています。女川原発２号機の電気は３５円/kwh以上で、他の電気（約１０円/kWh）の何倍も高いことがわかりました。原発は世界中でもう採算がとれなくなっているのに、高市政権はもっと電気代を高くする新型原発の開発に税金を投入しようとしています。原発ゼロこそ暮らしを守り、日本経済を再生させる道であることを知らせて、希望ある未来を開きましょう。
第２に、原発が気候変動対策を妨害しています。気候危機打開のカギは、省エネと再生可能エネルギーの普及ですが、原発とは両立しません（ＩＰＣＣ第６次統合報告書）。実際に、再エネ発電の電気が、送電線につないでもらえずムダに捨てられるという被害が、原発の再稼働で拡大しています。温暖化対策を妨害する原発と石炭火力発電の中止を求める行動で、地球の＂沸騰＂を止めましょう。
第３に、原発事故の危険が大きくなっています。地震・津波大国の日本では、安全な原発はひとつもありません。「原発の最大限活用」方針で、「４０年で廃炉」だった女川原発を、東北電力は最大７４年目まで運転しようとしています。老朽原発を酷使したら事故の危険が大きくなるのに、規制基準の運用も検査制度も改悪が続いています。一日早い運転中止を求めて、原発の危険から逃れましょう。
第４に、「核のごみ」を将来まで押しつけようとしています。使用済燃料のリサイクル（再処理）は、ゆきづまっています。核廃棄物の最終処分場もありません。原発を続けたら、増えた使用済燃料は自動的に無期限で押し付けられます。宮城県を「核のごみ捨て場にするな」の声を挙げましょう。そうやって、過去に発生した「核のごみ」を安全に保管する道に向かう、国民的論議の扉を開けましょう。
第５に、原発が安全保障を脅かしています。ロシア―ウクライナの戦争、イスラエルのイラン攻撃で、原発や核施設が標的にされました。原発はミサイル攻撃などに無防備なのに、高市政権が「戦争をする国」づくりを進めているのは危険です。日本は、過去の原発運転で約４０トン（核弾頭数千発分）のプルトニウムを保有しているうえに、展望のない再処理に固執しています。これには、「核兵器をもつ能力を温存するためではないか」と、アメリカからも疑惑の目が向けられています。核兵器禁止条約への参加と合わせて原発ゼロを求める声を広げて、核兵器も戦争もない世界をめざしましょう。

２０２６年３月で、福島原発事故から１５年を迎えます。この節目に当たって、「原発ゼロ」を国民的な合意にして、国政を変えることをめざす全国的な運動が呼びかけられました。
　宮城県では、｢原発ゼロと再生可能エネルギーへの転換を求める請願署名」と、６・１７最高裁判決を打ち破ることをめざしている「津島原発訴訟」を支援する仙台高裁あての署名と、２つの署名を進めています。どちらも、２０２６年８月末までに、宮城県内で１万筆を目標にしています。
大小の学習会や「つどい」を県内各地で１００回以上開催して、草の根から世論を変えることを重視しています。講師派遣や資料提供のご要望があれば、事務局までお問い合わせください。

２０２５年１１月　　原発問題住民運動宮城県連絡センター　
＜連絡先＞宮城民医連：〒985-0835　多賀城市下馬１丁目１０－６      電話022(352)3277
宮城県労連：〒980-0022　仙台市青葉区五橋１丁目５－１３　電話022(211)7002
